
地方公会計財務書類（概要版）

一般会計等 連結会計

金額 金額
金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 前年度末純資産残高 5,694,429 5,793,031 

1.固定資産 6,537,259    91.3% 7,268,648    91.9% 1.固定負債 373,522         5.2% 1,104,882       14.0% 1.純行政コスト 3,305,209△ 3,550,585△ 
（1）有形固定資産 6,439,398    90.0% 6,439,398    81.4% 　　　（1）地方債 -                  - -                  - 2.財源 3,336,444 3,336,444 
　　　事業用資産 6,084,780    85.0% 6,084,780    76.9% 　　　（2）長期未払金 -                  - -                  - 　　　（1）税収等 3,271,462 3,271,462 
　　　インフラ資産 -                - -                - 　　　（3）退職手当引当金 373,522         5.2% 1,104,882       14.0% 　　　（2）国県等補助金 64,982 64,982 
　　　物品 354,618       5.0% 354,618       4.5% 　　　（4）損失補償等引当金 -                  - -                  - 　本年度差額 31,235 214,141△ 
（2）無形固定資産 68,607        1.0% 68,607        0.9% 　　　（5）その他 -                  - -                  - 固定資産の変動（内部変動） - - 
（3）投資その他の資産 29,254        0.4% 760,644       9.6% - - 資産評価差額 - - 
      投資及び出資金 -                - -                - 2.流動負債 103,959         1.5% 103,983         1.3% 無償所管換等 - - 
      投資損失引当金 -                - -                - 　　　（1）1年内償還予定地方債 1,140            0.0% 1,140            0.0% 他団体出資等分の増加 - 
      長期延滞債権 -                - -                - 　　　（2）未払金 -                  - -                  - 他団体出資等分の減少 - 
      長期貸付金 -                - -                - 　　　（3）未払費用 -                  - -                  - 比例連結割合変更に伴う差額 - - 
      基金 29,254        0.4% 760,644       9.6% 　　　（4）前受金 -                  - -                  - その他 954,293 1,123,896 
      その他 -                - -                - 　　　（5）前受収益 -                  - -                  - 　本年度純資産変動額 985,528 909,755 
      徴収不能引当金 -                - -                - 　　　（6）賞与等引当金 94,294           1.3% 94,318           1.2% 本年度末純資産残高 6,679,957 6,702,786 

2.流動資産 620,179       8.7% 643,001       8.1% 　　　（7）預り金 8,525            0.1% 8,525            0.1%
（1）現金預金 160,727       2.2% 183,549       2.3% 　　　（8）その他 -                  - -                  -
（2）未収金 -                - -                -
（3）短期貸付金 -                - -                - 　負債の部合計 477,481         6.7% 1,208,864       15.3%
（4）基金 459,452       6.4% 459,452       5.8% （1）固定資産等形成分 6,996,711       97.8% 7,728,101       97.7%
（5）棚卸資産 -                - -                - （2）余剰分（不足分） 316,754△      -4.4% 1,025,315△   -13.0%
（6）その他 -                - -                - （3）他団体出資等分 - -                  - 
（7）徴収不能引当金 -                - -                -
（8）繰延資産 -                - -                - 　純資産の部合計 6,679,957       93.3% 6,702,786       84.7%

　資産の部合計 7,157,438    100.0% 7,911,650    100.0% 　負債及び純資産の部合計 7,157,438       100.0% 7,911,650       100.0%
※資産合計額に対する金融資産の割合 9.07% 17.74%

（「1.固定資産（3）投資その他の資産」+「2.流動資産」）/資産の部合計

一般会計等 連結会計

金額 金額
1.業務活動収支 435,312 380,089 
　　業務支出 2,979,321 3,043,104 
　　　内、支払利息支出 44 44 
　　業務収入 3,414,633 3,423,193 
　　臨時支出 - - 
　　臨時収入 - - 
2.投資活動収支 535,620△ 503,617△ 
　　投資活動支出 662,005 716,332 
　　投資活動収入 126,385 212,714 

基礎的財政収支 100,264△ 123,485△ 
3.財務活動収支 32,794△ 32,794△ 
　　財務活動支出 32,794 32,794 

金額 割合 金額 割合 　　財務活動収入 - - 
経常費用 3,424,372    100.0% 3,678,308    100.0% 本年度資金収支額 133,102△ 156,322△ 
1.業務費用 3,299,547    96.4% 3,300,040    89.7% 前年度末資金残高 285,304 331,347 
　　　（1）人件費 1,652,639    48.3% 1,652,950    44.9% 比例連結割合変更に伴う差額 - - 
　　　（2）物件費等 1,639,403    47.9% 1,639,585    44.6% 本年度末資金残高 152,202 175,024 
          内、減価償却費 616,326       18.0% 616,326       16.8% 前年度末歳計外現金高 6,161 6,161 
　　　（3）その他の業務費用 7,505          0.2% 7,505          0.2% 本年度末歳計外現金増減額 2,364 2,364 
2.移転費用 124,825       3.6% 378,269       10.3% 本年度末歳計外現金高 8,525 8,525 
　　　（1）補助金等 122,438       3.6% 122,757       3.3% 本年度末現金預金残高 160,727 183,549 
　　　（2）社会保障給付 -                - -                -

　　　（3）他会計への繰出金 -                - -                -

　　　（4）その他 2,387          0.1% 255,511       6.9%

経常収益 119,077       3.5% 127,637       3.5%

1.使用料及び手数料 66,039        66,039        
2.その他 53,038        61,598        
純経常行政コスト 3,305,296 3,550,671
臨時損失 0                0                
臨時利益 86              86              
純行政コスト 3,305,209 3,550,585

※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じる場合があります。

連結会計

貸借対照表 純資産変動計算書

勘定科目
資産の部 負債及び純資産の部

勘定科目
一般会計等

資金収支計算書は、単年度の資金の収支を表し、１年間の資金の増減
を、業務活動収支・投資活動収支・財務活動収支の３区分に分け、どの
ような活動に資金が必要であったかを示しています。また、本年度末現
金預金残高は、貸借対照表の金融資産の資金の金額と一致します。
業務活動収支は、日常の行政サービスを行ううえでの収入と支出を表
しています。投資活動収支は、主に固定資産形成に関する収入と支出
を言います。財務活動収支とは、地方債等の借入や元金償還に関する
支出を言います。

天草広域連合　　統一的な基準　　　平成　29年度

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産が、１年間でどのよう
な要因で増減したか、を表すもので、本年度末純資産残高は貸借
対照表の純資産合計と一致します。

資金収支計算書

貸借対照表では、年度末日現在で、どれだけの資産や負債があるのかを把握できます。
左側の「資産」は、保有する資産の内容や額が記載してあります。
右側の「負債」及び「純資産」は、「資産」を形成するためにどのような財源措置をしてきたかを表しています。
「負債」は、今後、負担すべき債務であることから将来世代に対しての負担ととらえることができ、一方で、「純資産」は、今後負担する必要性
のない資産、言い換えればこれまでの世代や現在の世代、または国、県が負担した分となります。

勘定科目

行政コスト計算書

勘定科目
一般会計等 連結会計

行政コスト計算書は、民間企業の損益計算書にあたるもので、行政運営
にかかったコストのうち、例えば人的サービスや給付サービスなど、資産
形成につながらない行政サービスに要したコストを表したものです。また、
実際に現金の支出を伴うサービスのほかに、減価償却費や退職手当引当
金などの現金支出を伴わないコストまでを含んで表しています。さらに、そ
の行政サービスの提供に対する直接の対価である使用料や手数料といっ
た受益者負担がどの程度あったかを把握することができます。

連結会計
勘定科目

一般会計等

単位 （千円）


